
Ⅳ 工夫と連携で産業が
躍動するまち
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農業委員会運営事業
（担当：経済建設部 農業委員会 局長：金城 克彦）

○農業委員会運営事業 １，２２１万円

農業委員会とは、「農業委員会等に関する法律」に基づいて市町村に設置が義務づけられてい

る行政委員会で、農業者と団体等の代表によって構成されている公平・公正な農業委員会です。

主な業務は、毎月農業委員会総会（会議）を開催し、農地法に基づく許可申請、届書等の審査

や、農地と農家の実情把握、農家相談、農地の利用・権利関係の調整・あっせん等を行っていま

す。

また農業委員会等に関する法律の一部改正に伴い、重点業務である「農地等の利用の最適化」

（担い手への集積・集約化、耕作放棄地の発生防止・解消、新規参入の促進）の推進のために「農

地利用最適化推進委員」が置かれています。

１．農業委員・農地利用最適化推進委員報酬（１６名）

７１３万円

２．会計年度任用職員報酬（１名） １９３万円

３．旅費及び費用弁償 ２２７万円

毎月開催される農業委員会総会や、農地の調

査・研修およびパトロール等における交通費として

支出しています。

▲農地パトロールの様子

４．会長交際費 １万円

５．需用費 １３万円

農業者年金の普及推進用のパンフレットや認定農業者への情報提供活動（全国農業新聞

購読料）として支出しています。

６．役務費 ３万円

遊休農地意向調査票、農業者年金案内の郵送代として支出しています。

７．委託料 ６３万円

農地等総合管理システム保守・機器保守の

委託料として支出しています。

８．各種負担金 ８万円

沖縄県農業会議負担金、南部地区農業委員

会会長会負担金、沖縄県農業委員会等職員協

議会負担金として支出しています。

▲農業委員会総会の様子

南風原産品を創り伸ばす農業の振興
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南風原産品を創り伸ばす農業の振興

新規就農一貫支援事業
（担当：経済建設部 産業振興課 課長：金城 克彦）

○新規就農一貫支援事業に係る経費 ８００万円

南風原町における農業を取り巻く情勢は、農業者の高齢化や将来の担い手不足など深刻な問

題を抱えており、このままでは農業生産力や農業集落の維持が困難になることが懸念されます。

そこで農業の担い手の育成・確保が課題であることから、新規就農者が今後も農業を続けてい

けるよう、経営安定に必要な農業機械・施設に係る費用の一部を支援します。

対象条件は、年齢が６５歳未満、就農５年未満の者で、年間の農業従事日数が１５０日以上の者

で農地を取得又は賃借する見込みがあり、農業経営に参画している者です。

財源は県補助金が事業費の８０％となっており、補助金の上限額は、８００万円までとなっており

ます。

▲令和元年度実施事業

沖縄県特定地域経営対策事業
（担当：経済建設部 産業振興課 課長：金城 克彦）

○高生産性農業用機械施設導入費補助金 １億１,１０９万円

自然災害及び病害虫等の影響を受けにくい生産環境を整備するため、野菜温室の施設を導入

する農家へ施設導入費用の一部を補助します。

ネギ栽培農家（５農家）

※人・農地プランに位置づけられている農家

導入施設

ハウス面積：１，７４９㎡

野菜温室（２棟）

▲平成２９年度実施事業
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地力増強対策事業
（担当：経済建設部 産業振興課 課長：金城 克彦）

○地力増強対策事業 ３００万円

農産物の生産を増やすため土地に栄養を与え、作物を育てる力を強くするための事業です。本

町では、農家が農協等から堆肥を購入する際に、その費用の一部を補助します。

主な経費

堆肥購入 ３００万円

※一袋（１５㎏）に対し５０円の補助

▲地力増強のため購入した堆肥

多面的機能支払交付金

（担当：経済建設部 まちづくり振興課 課長：仲里 明）

○多面的機能支払交付金 １３６万円

地域共同で行う水路、農道等の維持管理活動等に支援を行います。（農業・農村の有する多面

的機能を支える農業者や地域住民、団体等で活動する組織への補助金）

南風原産品を創り伸ばす農業の振興



- 100 -

除草剤散布 清掃状況

・今年度の事業内容 事業費 １３６万円

《収入》 国庫・県補助金 ： １０２万円 一般財源 ： ３４万円

《支出》 地域への補助金 ： １３６万円

※ 財内訳：国補助５０％、県補助２５％、町費２５％

南風原産品を創り伸ばす農業の振興








